
１　法人の名称等

２　法人の設立目的等概要

３　組織概況

⑴　理事・監事（取締役・監査役）

1 5

2 6

3 7

4 8

1

2

3

4

注） 県職員：職名で表示。なお、常勤の場合は、派遣時の県における職名、非常勤は県の現職名。
会社法法人の場合：理事→取締役、監事→監査役

　この調書は、沖縄県総務部行政管理課が示した様式に法人又は県所管課が記載したものをまとめたものです。法
人に関する内容をより詳しく知りたい方は、直接法人又は県所管課までお問い合わせください。

・ＩＴを活用した産業成長戦略立案及びＩＴによる経済・社会課題解決の提言、これに必要な調査
 研究に関する事業
・県内の主要産業又は特色産業におけるＩＴ活用モデルの企画立案及び産業間の連携促進に
 関する事業
・先進的な情報通信技術の実証に関する事業
・国際的なＩＴ見本市、商談会等の開催に関する事業
・ＩＴを活用するベンチャー企業等の起業・事業化支援や集積促進に関する事業
・ＩＴ人材及びＩＴ活用人材の確保・育成に関する事業
・ＩＴ企業や研究開発機関等の誘致に関する事業
・国内外の研究開発機関や産業支援機関等との連携交流に関する事業 等

非常勤
非常勤

県職員 0人 区分

県
職
員

の
状
況

職名 形態 公認会計士又は税
理士の有無等県OB 0人 

その他 0人 

その他 2人 形態

有無 無

監
事
・
監
査
役

2人 

（令和７年７月１日現在）

（令和７年７月１日現在）

県との関係代表者職氏名 勤務形態 非常勤

法人名

所在地

電話番号 098-953-8154

設立経緯

　沖縄21世紀ビジョン基本計画等において、ＩＴ産業の集積、高度化の加速のため、官民連携に
よる中長期的な産業成長戦略の構築、実行を推進する機関（センター）の設立が位置づけられ、
平成28年２月に外部有識者で構成する設立検討委員会において、必要な機能、役割等について
の検討がなされた。
　平成29年４月、県商工労働部内に準備室を設置し、センターの機能や組織体制等の具体化
や、関係団体・企業等に対する参画を呼びかけ、平成30年５月に、官民による資金拠出のもと、本
財団が設立された。

設立目的
　沖縄県経済の振興を図る産業支援機関として、最先端のＩＴイノベーションを活用する場や機会
を提供することにより、県内産業界の課題解決と新たな価値創造を実現する。

主な事業内容

県所管部課名

設立年月日

形態 職名 形態

県OB

沖縄県公社等外郭団体の概要調書

平成30年5月1日

理
事
・
取
締
役

12人 

左
の
内
訳

常勤

県派遣 1人 

県
職
員

の
状
況

職名

その他 1人 

0人 商工労働部産業政策課参事 常勤

その他

電話番号

日比　靖浩

商工労働部ITイノベーション推進課 098-866-2503

-

沖縄県那覇市旭町112番地１　金秀ビル東館２階

一般財団法人沖縄ITイノベーション戦略センター

左
の
内
訳

常勤

県派遣 0人 

10人 
非常勤

県職員 0人 



⑵　職員 ※　内訳

注）

その他：県以外からの派遣職員等を含む。

⑶　県派遣職員が行う業務内容

４　基本財産・出資金等の状況 （令和６年度決算値）

⑴　基本財産（資本金） （単位：円） ⑵　主な出資（えん）者等 （単位：円）

注）会社法法人は、内訳は不要

⑶　基本財産以外の基金等の状況 （単位：円）

注）運用財産、基金として管理区分されているものの合計。

５　県の補助金等の額

県の財政支援等の状況（各年度とも決算値） （単位：円）

注）　県補助金等：補助金、交付金、負担金（会費等含む。）で、国等から県を経由し交付されるものも含む。

６　財務状況 （令和６年度決算値）

別紙のとおり

0 0

781,880,308 834,009,448

0 0

0 0

781,880,308 840,894,448

0 0

合　計

県貸付金年度末残高

県の債務保証及び損失補償額

県貸付金

県委託金

0

636,587,905

0

0

634,786,641

0

県出資金

県補助金等
注 1,801,264

令和４年度 令和５年度 令和６年度

0 6,885,000

内
訳

沖縄県

沖縄セルラー電話株式会社

株式会社NTTドコモ

ソフトバンク株式会社

日本電気株式会社

42.3%

8.5%

8.5%

8.5%

　　うち、県出資（えん）金

基金・運用財産（基本財産以外） 0

0

比率

0

3,000,000うち、県出資（えん）金

基本財産（資本金）

現金

預貯金

投資有価証券

土地・建物等

その他

順位

1

2

3

4

5

出資（えん）者
（株主）

150,000,000

出資（えん）金
（持株数）

30,000,000

30,000,000

30,000,000

30,000,000

左
の
内
訳

県派遣

嘱託等

3,000,000

3,000,000

0

0

0

嘱託等

72人 

職
員
総
数

89人

左
の
内
訳

8.5%

1人 

2人 

県OB 0人 

県職併任 0人 

プロパー 0人 

その他 6人 

14人 その他 8人 

72人 

一
般
職

80人

県派遣 3人 

管
理
職

9人

左
の
内
訳

県職併任 0人 県職併任 0人 

プロパー 0人 プロパー 0人 

県派遣

県OB 0人 県OB 0人 

その他

・組織運営、評議員会及び理事会の運営、実施事業に関する業務
・事務の総合企画・管理、職員の採用、予算・決算、規定等の制定・改廃に関する業務
・スタートアップ支援、DX推進に関する業務
・リスクマネジメント体制の構築に関する業務 等

管理職：理事を除く当該法人における課長職以上とする。
※　理事と事務局長を兼務する場合等は理事に含む。

嘱託等：嘱託、臨任、任期付職員、賃金職員（パート、アルバイト
など）等
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1

(単位:円)

令和 7年 3月31日現在

貸借対照表

増減前年度当年度科目

△12,607,619424,772,414412,164,795

16,934,274234,651,039251,585,313

16,934,274231,651,039248,585,313

(0)(3,000,000)(3,000,000)

03,000,0003,000,000

03,000,0003,000,000

△29,541,893190,121,375160,579,482

△29,541,893190,121,375160,579,482

0120,000120,000

△3,633,5866,120,2492,486,663

△6,864,6298,931,6292,067,000

4,568,80052,797,70057,366,500

△2,100,84643,302,94341,202,097

△21,511,63278,848,85457,337,222

△12,607,619424,772,414412,164,795

△5,366,80816,837,10411,470,296

△5,366,80813,837,1048,470,296

2,847,62502,847,625

2,916,267△17,810,396△14,894,129

△489,634866,934377,300

△5,777,1905,777,1900

△4,863,87625,003,37620,139,500

03,000,0003,000,000

03,000,0003,000,000

△7,240,811407,935,310400,694,499

△3,0009,0006,000

△1,658,9024,059,6902,400,788

203,8791,756,1761,960,055

6,890,895286,386,729293,277,624

△12,673,683115,723,715103,050,032

負債及び正味財産合計

正味財産合計

(うち特定資産への充当額)

(うち基本財産への充当額)

 2. 一般正味財産

(うち特定資産への充当額)

(うち基本財産への充当額)

指定正味財産合計

出捐金

 1. 指定正味財産

Ⅲ 正味財産の部

負債合計

固定負債合計

 2. 固定負債

流動負債合計

未払法人税等

預り金

前受金

未払消費税等

未払費用

未払金

 1. 流動負債

Ⅱ 負債の部

資産合計

固定資産合計

その他固定資産合計

ソフトウェア

減価償却累計額

一括償却資産

建物付属設備

什器備品

(3) その他固定資産

特定資産合計

(2) 特定資産

基本財産合計

定期預金

(1) 基本財産

 2. 固定資産

流動資産合計

立替金

前払費用

前払金

未収金

現金預金

 1. 流動資産

Ⅰ 資産の部



1

(単位:円)

令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで

正味財産増減計算書

増減前年度当年度科目

3,682,42510,726,79714,409,222

△6502,356,6502,356,000

109,780440,228550,008

△312,2151,363,0311,050,816

22,114,31965,703,48087,817,799

△150,25717,934,94717,784,690

△206,721,702966,400,405759,678,703

△244,352298,57254,220

29,40429,404

△88,00088,000

△865,0021,230,106365,104

21,12016,94038,060

43,2068,055,7048,098,910

2,203,580933,8703,137,450

9,704,471103,129,855112,834,326

△131,670453,620321,950

△13,403,04269,173,53755,770,495

△174,772,994174,772,994

△5,00022,60017,600

△2,012,75924,374,38722,361,628

△82,792171,27088,478

△30,828,47955,321,47324,492,994

100,93855,000155,938

6,52431,55538,079

△4,253,0659,863,6835,610,618

△8,7351,348,4321,339,697

△417,955787,269369,314

4,873,82324,674,69929,548,522

△3,395,07329,760,74226,365,669

△812,03956,316,10955,504,070

16,15723,44339,600

11,114,51077,403,45588,517,965

△3,207,578326,301,190323,093,612

△306,9001,791,9001,485,000

△175,821,4791,194,258,1451,018,436,666

△2,414,4895,583,1103,168,621

△2,476,0375,582,0053,105,968

61,5481,10562,653

△206,555,684213,440,6846,885,000

6,885,0006,885,000

△213,440,684213,440,684

32,011,194959,229,351991,240,545

35,330,270954,260,275989,590,545

△3,319,0764,969,0761,650,000

1,137,50016,005,00017,142,500

1,137,50016,005,00017,142,500

法定福利費

支払報酬

福利厚生費

派遣費

給料手当

役員報酬

管理費

事業費計

雑費

為替差損

支払報酬

会議費

新聞図書費

広告宣伝費

会場費

外注費

支払手数料

委託費

支払助成金

租税公課

諸謝金

保険料

賃借料

光熱水料費

燃料費

印刷製本費

消耗品費

消耗什器備品費

通信運搬費

旅費交通費

法定福利費

福利厚生費

派遣費

給料手当

事業原価

事業費

(2) 経常費用

経常収益計

雑収益計

雑収益

受取利息

雑収益

受取補助金等計

受取地方公共団体補助金

受取国庫補助金

受取補助金等

事業収益計

受託事業収益

事業収益

事業収益

受取会費計

受取会費

受取会費

(1) 経常収益

 1. 経常増減の部

Ⅰ 一般正味財産増減の部



2

(単位:円)

令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで

正味財産増減計算書

増減前年度当年度科目

16,934,274234,651,039251,585,313

03,000,0003,000,000

03,000,0003,000,000

16,934,274231,651,039248,585,313

18,651,577212,999,462231,651,039

△1,717,30318,651,57716,934,274

0120,000120,000

△1,717,30318,771,57717,054,274

△3,051,236△3,051,236

3,051,2363,051,236

3,051,2363,051,236

3,051,2363,051,236

1,333,93318,771,57720,105,510

1,333,93318,771,57720,105,510

△177,155,4121,175,486,568998,331,156

29,566,290209,086,163238,652,453

△36,73087,66950,939

342,700202,400545,100

440,190600,7301,040,920

496,679882,3841,379,063

140,12110,131,21110,271,332

2,825139,575142,400

960,690117,7001,078,390

△204,9021,476,7401,271,838

2,0002,000

4,572,60053,756,80058,329,400

23,126174,750197,876

133,51026,250159,760

291,5271,653,5661,945,093

257,377973,0591,230,436

4,070110,136114,206

124,585985,2251,109,810

△49,404383,494334,090

△369,2993,774,4693,405,170

△2,470,5287,783,6005,313,072

1,008,94221,783,08722,792,029

108,8783,200,0023,308,880

108,137272,688380,825

△1,764,2062,045,495281,289

Ⅲ 正味財産期末残高

指定正味財産期末残高

指定正味財産期首残高

当期指定正味財産増減額

Ⅱ 指定正味財産増減の部

一般正味財産期末残高

一般正味財産期首残高

当期一般正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

税引前当期一般正味財産増減額

当期経常外増減額

経常外費用計

固定資産除却損計

固定資産除却損

固定資産除却損

(2) 経常外費用

経常外収益計

(1) 経常外収益

 2. 経常外増減の部

当期経常増減額

評価損益等調整前当期経常増減額

経常費用計

管理費計

雑費

研修費

諸会費

支払手数料

地代家賃

新聞図書費

広告宣伝費

委託費

支払寄付金

租税公課

諸謝金

保険料

賃借料

光熱水料費

燃料費

印刷製本費

消耗品費

消耗什器備品費

減価償却費

通信運搬費

旅費交通費

交際費

会議費


